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福利厚生の意義を問い直す
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　使用者が従業員に福利厚生を支給する背景には，法
律での義務付けのほか，労働力の確保・定着・活用を
促す目的もある。前者を法定福利と言い，社会保険料

（年金・健康保険・雇用保険等）の企業負担分が該当
する。後者を法定外福利と言い，社宅・交通費・健康
診断・家族手当・柔軟な働き方の許容等が該当する。
　つまり，福利厚生を通じて，使用者は，国民生活の
向上という国家の社会保障政策・福祉政策の一端を
担ってきた。また，福利厚生は，賃金のような提供さ
れた労務内容に応じた中核的なものとは異なる，従業
員としての地位に対応した副次的・付加的な労働条件
とも位置付けられる（谷田部 2014）。その効果につい
ても，多くのレビューや実証がなされてきた（e.g. 
Dulebohn et al. 2009；Baughman, DiNardi and Holtz-
Eakin 2003）。福利厚生の実施主体としては，企業以
外にも，労使共同で設立される共済会，健康保険組
合，厚生年金基金など，更には労働組合などの従業員
団体が存在する。
　日本における福利厚生の歴史は，使用者によるもの
としては明治期から見られるが，本格化したのは，
1922 年に健康保険法が制定された頃からである。使
用者による福利厚生負担の大半を占めるのが厚生年金
と健康保険であるが，高齢社会の進展に伴い，双方，
とりわけ 1941 年の労働者年金保険法の制定にルーツ
を持つ前者の使用者負担分は年々大きくなってきてい
る。それに伴い，従業員の就業上・生活上のニーズに
対応しやすい法定外福利費は絶対的にも相対的にも減
少している（于 2023）。今日，確定給付年金に対する
使用者の負担感が大きくなり，確定拠出年金が普及し
てきた。共稼ぎ世帯の増加や働き方・家族構成の多様
化もあり，公的年金制度における第 3 号被保険者制度
の見直しの議論も生じている。
　本特集では，こうした推移について，歴史的事実や
エビデンスの検討としての実証的な観点から，およ
び，経済合理性や社会的正当性といった理論的な観点

から，多面的に検討されている。
　「提言」の中で田中氏は，保険料総額が増加する中，
負担と給付がリンクせずに財政規律が緩んでいるこ
と，使用者負担の引き上げが競争力や賃金を押し下げ
うること，さらには労働者負担に逆進性があること
を，日本の宿痾として指摘する。
　榎論文では，日本の福利厚生の特徴を使用者による
法定外のものに定め，その淵源が探られている。近代
化初期の一部使用者は，従業員との主従的関係を確立
するため，衣食住・教育・貯蓄などに関する「慈恵的
施設」を設けた。その後の「福利施設」「厚生施設」
への発展は，従業員への温情主義から協調主義への，
国家的介入への対抗から順応への，使用者側の姿勢の
変化を伴った。戦後においても，寄宿舎制度に典型的
に見られるように，使用者が独自に提供する福利厚生
は，国家の政策を長らく補完・代替してきた。そして
それは，長期雇用や年功賃金といった人事施策との補
完性や，協調的な労使関係にも結びついた。
　伊藤論文では，社会保障制度とそこにおける企業の
位置付けについて，国際比較という観点から論じられ
る。福祉国家としての日本の実質は，とりわけ 20 世
紀後半においては，性分業的な家族，長期雇用慣行を
敷く企業が，国家による社会保障を補う中で保たれて
きた。バブル崩壊以降，企業の法定外福利費は減少
し，その内容も家族主義（e.g. 住宅融資）から自由主
義（e.g. 確定拠出年金）への福祉レジームの移行が見
られる。社会保障給付が年々増加する中，企業の法定
福利厚生費も増加しており，従業員の福祉のために企
業が取る手段，さらには実際に果たす機能の変質が今
後も起こりうる。
　西久保論文では，近年の人事管理において重視され
る「従業員への投資」という発想が，福利厚生にも及
んできていることが指摘されている。福利厚生には，
組織内の人間関係やコミュニケーション，従業員の心
理状態の良好さを高め，自社の価値を資本市場に訴求
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する手段としてのポテンシャルがある。近年の「人的
資本経営」ブームにおいては，そうしたポテンシャル
に十分に留意されることはないが，本論文での分析に
よると，福利厚生施策の利用機会が多い従業員はエン
ゲイジメント，定着性，心理的安全性が高くなる傾向
にある。また，生活・仕事・会社や職場への満足を同
時に示す傾向もある。
　黒住・伊達論文では，COVID-19 パンデミック下で
普及したリモートワークにおける，精神的健康の悪
化，過剰労働，プレゼンティーズム（体調が悪い中で
の勤務）などといった否定的な側面に着目し，福利厚
生による従業員支援の可能性が検討される。使用者に
よる福利厚生施策を知覚する従業員は，返礼としての
貢献意欲を高めうる。本論文での分析によると，リ
モートワーカーにおいては，福利厚生施策の導入率は
高まる傾向にあるものの，活用度については施策ごと
で一貫しない。福利厚生施策の認知度が低下する傾向
は，物理的距離の拡大という構造的課題が背景にある
と推察される。
　本久論文によると，福利厚生を明確に対象として規
制する法律は存在しないが，賃金の支払いに関する労
働基準法の規則が，使用者の行動を実質的に規制して
きた。近年，ジェンダー間や雇用形態間の待遇格差
や，いわゆるブラック企業における不当な待遇を規制
する労働法制上の変化の中，福利厚生のあり方が変化
している。福利厚生には社会保障の肩代わり，基本給
の補完，人材の確保・定着といった異なる機能が内在
していることから，さまざまな法的紛争の結論は首尾
一貫していない。本論文では，そうした混乱の解決の
道筋として，複数の使用者が参加する基金・保険組合
に機能集約することが提案される。
　壁谷論文では，この 20 年余りで普及した確定拠出
年金が直面する困難と今後について検討される。企業
型確定拠出年金は，制度設計上の柔軟さや利便性か
ら，広がりを見せているが，一部では廃止の動きも見
られる。そこでは，退職給付に代替する従業員への給
付のあり方，数ある退職給付の中での選択が，使用者
にとって重要な論点となる。そして従業員側にも，老
後資産の形成という観点から，リスクとベネフィット
についての判断能力が求められる。企業年金の運用環
境が，低金利の長期化など必ずしも好ましくない中で

は，金融教育の実施や専門家による関与の意義が，改
めて提起される。
　駒村・丸山論文では，法定福利費の存在，すなわち
国家による社会保障を使用者が担うことの是非につい
て，社会政策や経済学の観点から検討される。従業員
の社会保険料の半分は使用者によって負担されるとい
う原則は近年岐路に立たされている。たとえば，使用
者による負担が年々増すばかりか，社会保険料の負担
と給付の関係が見えにくくなった。また，使用者負担
が大きくなることで，雇用の非正規化に拍車がかかる
という主張もある。ただ，現状の労使折半原則や多数
の保険が林立する方式については，受給者＝実質負担
者としての労働者・国民の負担感を減らせるという行
動経済学的な根拠付けも可能である。
　このような数々の論考からは，福利厚生の受益者で
ある労働者・国民が実質的に負担者であることが，改
めて明らかになる。労働者・国民としては，さまざま
な環境変化の中，使用者による国家への支払い代行，
あるいは使用者や国家による再分配のあり方における
合理性の所在について，今日の福利厚生や社会保障の
体系の複雑さや成立の経路を考慮に入れながら，改め
て考えるべきことの重要性が浮かび上がる。もちろん
労働者・国民あるいは使用者といっても，さまざまな
立場で負担や受給に携わっていることを忘れるべきで
はない。本特集に収められた論考には，こうした複雑
に絡み合った糸を解きほぐすヒントも数々示されて
いる。
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